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Ⅰ．平成２７年度航路標識整備事業予算配分方針 
 
   平成２７年度航路標識整備事業予算については、津波等の災害発生時における船舶

交通の安全を確保するため、東京湾における一元的な海上交通管制の構築等を実施す

る事業に重点的に配分する。 

 
（１）新たな情報技術を活用した海上交通基盤の充実強化 
   津波等の災害発生時において、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅

速確実に実施するため、東京湾における海上交通センターと各港内交通管制室を統合

のうえ、これら業務を一元的に実施する体制を構築する。平成２７年度予算において

は、各港内管制室等の統合先である横浜第二合同庁舎の庁舎改修、レーダー施設の新

設、回線整備及び次世代管制支援業務システムの開発・整備等を実施する。 

 また、ＡＩＳ信号所を活用し、灯浮標をプラットホームにした気象情報提供システ

ムを整備するなど、ふくそう海域における船舶交通の安全対策を図る。 

 

（２）航路標識の防災対策 
   今後予想される大規模地震・津波等の災害発生時において、海上輸送ルートの安全

確保を図るため、船舶の安全な航行に不可欠な航路標識の耐震補強、耐波浪補強、自

立型電源化（太陽電池化）等を実施する。 

 
（３）航路標識の機能維持 
   航路標識は船舶交通の安全確保に欠かせない社会インフラであり、常に標識機能を

果たし続ける必要があることから、老朽化した施設・機器の補修や更新整備、定期的

な灯浮標の交換等を実施する。 
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Ⅱ．平成２７年度予算配分総括表

［総事業費］ （単位：百万円）

一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分

区分

直轄 補助 合計

備考

本省配分 一括配分 計

0 3,316

0 3,316

合 計 3,316 0 3,316 - - - 3,316

航路標識整備事業 3,316 0 3,316 - - - 3,316
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Ⅲ．事業別概要

航路標識整備事業 388箇所　　事業費　3,316百万円

(1)　新たな情報技術を活用した海上交通基盤の充実強化

津波等の災害発生時において、船舶への警報等の伝達、避難海域等の情報提供を迅速確実に実

施するため、東京湾における海上交通センターと各港内交通管制室を統合のうえ、これら業務を

一元的に実施する体制を構築する。

○東京湾における一元的な海上交通管制の構築

○浮標をプラットホームにした気象情報提供システムの整備

ＡＩＳの出現や気象観測装置の小型・省電力化により、機器や電源の設置場所が限られていた

灯浮標への整備が可能となったことから、より的確な航行支援情報を提供するため、海上に設置

している灯浮標で観測した気象情報を提供するシステムをふくそう海域に整備する。

風向：南西

風速：3m/s

湾外は風が

強いので漁を

中止しよう

伊勢湾

太平洋

波が高くなってきたので

湾内で待機しよう

ＡＩＳ信号所

・有効範囲約20km

・船舶に灯浮標の位置、気象情報を提供

・灯浮標の状態異常（消灯・移動など）を

いち早く提供

風向：南西

風速：9m/s
波高：2.5m

風向・風速計

送信装置（AIS信号所）

GPS式波高計、

電源装置、蓄電池

GPSアンテナ

太陽電池パネル
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(2)　航路標識の防災対策

(3)　航路標識の機能維持

太陽光発電
ソーラーパネル

耐震補強 耐波浪補強 自立型電源化

航路標識は船舶交通の安全確保に欠かせない公共インフラであり、常に標識機能を果たし続け

る必要があることから、老朽化した施設・機器の補修や更新整備、定期的な灯浮標の交換等を実

施する。

灯浮標の交換整備 老朽施設の補修

劣化によりコンクリートの亀裂等が生じた
標識を補修する。

今後予想される大規模地震・津波等の災害発生時において、海上輸送ルートの安全確保を図る

ため、船舶の安全な航行に不可欠な航路標識の耐震補強、耐波浪補強、自立型電源化（太陽電池

化）等を実施する。

標識機能維持のため、灯浮標の標
体・機器・係留具を交換整備する。

▲航路標識の電源を太陽電池
に変更する。

▲鉄筋コンクリートを用い建物の
耐波浪強度の低下を予防する。

▲鉄筋コンクリート等を用い
建物の耐震性能を確保する。
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Ⅳ．管区海上保安本部別配分額

[直轄事業]

第 一 管 区
海 上 保 安 本 部

27 27 0 155 155 0 1.151

第 二 管 区
海 上 保 安 本 部

25 25 0 164 164 0 1.235

第 三 管 区
海 上 保 安 本 部

27 27 0 870 870 0 0.799

第 四 管 区
海 上 保 安 本 部

32 32 0 263 263 0 1.263

第 五 管 区
海 上 保 安 本 部

42 42 0 315 315 0 1.248

第 六 管 区
海 上 保 安 本 部

76 76 0 341 341 0 0.841

第 七 管 区
海 上 保 安 本 部

64 64 0 368 368 0 0.907

第 八 管 区
海 上 保 安 本 部

33 33 0 132 132 0 0.837

第 九 管 区
海 上 保 安 本 部

12 12 0 86 86 0 0.551

第 十 管 区
海 上 保 安 本 部

32 32 0 135 135 0 0.784

第 十 一 管 区
海 上 保 安 本 部

18 18 0 487 487 0 2.871

合　　　　　　　　計 388 388 0 3,316 3,316 0 1.010

※補助事業なし

区　　　　分
事業箇所数

（箇所）
航路標識整備事業

（百万円）
対前年
度倍率本省配分 一括配分 本省配分 一括配分
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（様式６）

Ⅴ．配分箇所の具体事例

「国民の安全・安心の確保」

都道府県名 箇所名 配分額 事業概要

百万円

神奈川県 浦賀水道航路航路標識整備事業 595 　東京湾における一元的な海上

（横須賀市） 交通管制の構築に向けて、各港

内交通管制室等の統合先である

横浜第二合同庁舎の庁舎改修、

レーダー施設の新設、回線整備

及び次世代管制支援業務システ

ムの開発・整備を実施する。

　また、船舶の航行安全上不可

欠な灯浮標の安定した運用を図

るため、定期交換を実施する。
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